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研究成果の概要（和文）：4年間の研究期間のうち、前半の2年間は新型コロナの世界的流行を受け、十分に調査
ができない状態だったが、2022年から成果を出すことができ、最終的に論文を4本（全て依頼・特集論文、うち2
本が英語）、書籍の章担当3本（うち1本が英語）を刊行することができた。これらの論文のうち、また、研究期
間中に企画された単著（出入国管理政策の歴史を扱う新書、出入国管理政策に関わる社会運動を明らかにする生
活史研究をおこなった一般書）は現在執筆中であり、本研究の交付期間内には刊行できなかったものの、重要な
研究成果として数えられる。

研究成果の概要（英文）：During the first two years of the four-year research period, I was unable to
 conduct sufficient research due to the global outbreak of the Covid-19 pandemic. However, I began 
to produce results in 2022, eventually publishing four articles (all commissioned or special issue 
articles, two of which were in English) and three book chapters (one of which was in English). In 
addition to these publications, a new book on the history of immigration policy and a book on 
biographical research on social movements related to immigration policy are in progress, and 
although they could not be published during the grant period of this study, they can be counted as 
important research results.

研究分野：社会学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
上述の研究成果はどれも、研究の中心的なテーマである非正規な移動・移住の管理が、戦後の日本における出入
国管理政策の基礎となっていることを示している。他方、「身世打令を聞く: 京都市・東九条オモニ学校におけ
る生活史の聞き取り」は、移住者への識字教育と社会運動との関係を論じた方法論的なものであり、
「Questioning Xenophobia in Japan: Racism, Decolonization, and Human Rights」は非正規な移住の管理と
今日の「日本型排外主義」との関係を論じている。総体として、戦後日本が国民国家を形成する際に、非正規な
移住の管理が重要だったことを示せた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
国際移民が増加する中、日本でも外国人人口が増加し、外国人に対してどのような社会を
実現するのかが問題となりつつある。近年のヘイトスピーチの激化に伴い、在日コリアンを
はじめとしたオールドカマーをいかに日本社会に統合していくのかという問題は深刻化し
ている。他方、ニューカマーの増加とともに、多様なニューカマーを教育や福祉、就労を通
じて日本社会に統合する必要性は高まる一方である。国際移動が日常的なものとなりゆく
中で、日本社会のエスニックな多様性を高める手段の開発や、そのための発想の転換が求め
られている。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、日本における移民受入の歴史と法制度に即した移民統合の実態を明らか
にし、外国人住民の統合を社会的レベルで達成する方法を探ることである。そのため、太平
洋戦争前から 1950年代前半までに移住した、いわゆる「オールドカマー」と日本人・日本
社会との関係、具体的には識字教育と地域運動に焦点を当てる一方、現在の出入国管理政策
と行政における「外国人問題」の内実を分析し、出入国管理政策の変遷を把握する。 
 
 
３．研究の方法 
本研究は、個人史と法制史を検討する歴史的観点と、支援団体等における対面的相互行為の
観察という社会学的観点の両者を併用する。個人史／家族史調査は主にインタビュー調査
に、法制史調査は主に文書資料に依拠する。具体的には、識字教育に関わった日本人および
団体関係者からの生活史インタビューと、出入国管理政策に関わる社会運動に関わった
個々人への生活史インタビューを行う一方で、『国際人流』など出入国管理局（当時）の刊
行する出版物や裁判資料、例規などを利用して、行政レベルでの統合政策がどのように行わ
れているかを分析する。 
 
 
４．研究成果 
本研究は 2019年から開始したが、2020年から 2022年まで、新型コロナの流行による対面
接触の制限や図書館・文書館の閉鎖や閲覧制限があったため、調査の中断あるいは延期を余
儀なくされた。しかし、オンライン上でのインタビューや資料の取り寄せ等を続け、最終的
には 2022年後半から成果を出すことができた。具体的な刊行物は以下のとおりである。 
 
（1）「入管法制史研究と日本社会：「オールド」と「ニュー」を生み出すもの」 
『移民政策研究』第 16号, pp.49-, 2024年 4月刊行 
 この論文は、本研究を日本における移民研究あるいは国際社会学の中に位置付けようと
試みたものである。この論文は、日本の入国管理制度の歴史研究がどのような歴史的背景の
中で行われ、それらによって何がわかってきたのか、今後いかなる研究が可能なのかという
ことを問うた。出入国管理制度史の研究は 1960 年代末から 70 年代にかけてまず大きく発
展したが、これはベトナム反戦運動や日韓連帯運動といった、当時の日本の国際関係から生
まれた社会運動の一部として理解することができる。他方で、これらの社会運動は日本社会
が「外国人」をどのような存在としてみなしていたかを反映しており、その結果として生ま
れた諸研究は旧植民地出身者の社会運動との関わりの中で発展してきた。また 2000年代に
非正規な移動や「帝国後」の移動に関する研究が盛んになった背景には、韓国における真相
糾明運動や資料の公開といった国際的な要因が関わっていた。これらの研究の結果、入管法
は歴史的に、また国際比較的な視点から研究する必要が高まっていることを指摘した。 
 
（2）”Dialogues: decolonizing anthropology in/with Japan”,  
Kubota, S., Kimura, S., Ishihara, M., Park, S., Chung, B-H., Matsuda, M., Higa, R., Kitamura, T., 
Venkatesan, S., Ota, Y. & Colwell, C., 8 May 2024, In: Journal of the Royal Anthropological Institute.  
 この論文では、アイヌのルーツを持つ人類学者である石原真衣氏とともに、植民地支配と
現在の日本社会におけるレイシズムを中心的な話題として検討した。石原氏は先住民であ
るアイヌの置かれた現状から、植民地支配の継続性を分析したのに対して、申請者は出入校
管理政策の歴史的起源に非正規入国者の発見という目的があったこととその歴史的必然性
を指摘した。この申請者の分析に対して、石原氏からは現在の日本社会におけるレイシズム
と、地域における社会運動・住民運動の歴史的蓄積に注目する必要性が指摘され、申請者は
それを妥当なものと受け入れた。論文では、このような分析と指摘の往還が刊行されており、
本研究の目的である統合と多様性という問題に、他のマイノリティとの比較から応えよう



と試みたものだといえる。 
 
（3）「差異を見出す: 植民地朝鮮における朝鮮人の識別と排除としての差別」 
『社会学評論』第 74巻 4号, pp. 605-623, 2024年 4月刊行 
 この論文は、本研究の関心の背後にある民族的・人種的識別が具体的にどのような条件の
もとで意味を持つのかを明らかにしようと試みたものである。この論文は、排除の一形態と
しての差別に焦点を当て、植民地期朝鮮における朝鮮人と日本人との差異に関する知識の
産出過程を分析の対象とした。差別が排除を伴うことは先行研究から指摘されており、日本
人による朝鮮人の差別は 100年来問題とされている。そのため、この論文では差別と差異と
の関係を、朝鮮人と日本人との差異に関する知識を生み出した条件やその知識の用いられ
方という具体的な対象から論じた。朝鮮人を身体的・文化的に日本人と異なるものとして識
別する知識は、植民地朝鮮における政策を実行するために必要とされた慣習の調査や、日本
人の民族的起源を明らかにしようとする人類学的試みの中から生まれてきた。また日本へ
移住した朝鮮人労働者は、民族差別のために劣悪な環境で労働せざるを得なかったが、大正
期に発展した社会行政は朝鮮人コミュニティを行政が対策を打つべき社会問題とみなした。
他方で、朝鮮人と日本人との差異が常に明らかでないことや、朝鮮人が日本人に類似しつつ
あることもしばしば感じられていたが、そのような場合には、植民地支配の正当化や標識の
維持、あるいは危険とみなされた他のカテゴリーとの同一化によって、日本人と朝鮮人との
差異が維持されたことを指摘した。 
 
（4）”Questioning Xenophobia in Japan: Racism, Decolonization, and Human Rights”,  
Tanaka, K. & Selin, H. (eds.), In: Sustainability, Diversity, and Equality: Key Challenges for Japan. 
Springer, pp. 327-342, 3 Aug 2023. 
 この論文は、日本研究の教科書の 1章として、いわゆる「日本型排外主義」の歴史的起源
と 2000年代からのヘイトスピーチ問題、そして通称「ヘイトスピーチ規制法」の施行と残
された問題点を、歴史的に検討した。研究課題との関係で言えば、本研究の中心的な話題で
ある統合と多様性の問題を、過去にとどまらず現在の問題として検討したものと言える。こ
の論文では、いわゆる「日本型排外主義」は社会的逸脱というよりも出入国管理政策に裏付
けられた公的なものであることを指摘し、その基本的な発想は出入国管理政策、中でも旧植
民地出身者の法的地位から直接に観察できることを指摘した。また、かつて「民族差別」に
含まれていたと思われる差別的な言動が「ヘイトスピーチ」という用語で新たに広く認知さ
れたことにより、憎悪表現と差別扇動とが混同され、ヘイトスピーチやヘイトクライム、人
種差別や民族差別といった問題が指摘できる基本的な背景であるところの人権認識が、現
状ではそれほど広まっているとは言い難いことも指摘した。 
 
（5）「いつ、誰によって入管はできたのか」 
鈴木江理子・児玉晃一編, 『入管問題とは何か: 終わらない＜密室の人権侵害＞』明石書店,  

pp. 57-87, 2022年 9月.  
 これは編著の 1章として、戦後の日本における出入国管理政策の開始が、朝鮮人・台湾人
というエスニック・マイノリティの管理と同じであったことを、北東アジアにおける冷戦
と非正規な移住、エスニック・マイノリティへの差別意識から検討したものである。この
章では、戦後の日本社会において、差別の継続と出入国管理政策上の安全が優先された結
果、法制度の面において（当時まだ日本国籍を保持していた）エスニック・マイノリティ
を排除することを積極的に選択し、戦後の日本社会において長らく「外国人問題」を作り
出したことを指摘した。また、この排除の具体例として戦後補償や社会福祉制度、公務員
就職の可能性の遮断と選挙権の剥奪が挙げられるが、これらの要素はどれも国籍を根拠と
していたことから、植民地宗主国における旧植民地出身者の国籍処理を比較し、日本の国
籍一律喪失という処理は国際的に異例（おそらくイタリアのみ類似性がある）ことを指摘
した。この論文は、本研究課題の主題である「統合」を歴史的経緯から比較検討したもの
だといえる。 

 
 
（6）「身世打令を聞く: 京都市・東九条オモニ学校における生活史の聞き取り」 
岸政彦編, 『生活史論集』ナカニシヤ出版, pp. 355-400, 2022年 12月刊. 
 これは編著の 1章として、生活史研究の現在の成果を示す論集に収録されたものである。
この章では、京都市内における在日コリアン１世を対象とした識字教室を対象に、その教
室で日本語教育に関わった日本人講師たち、及びその教室が解散された後で事業を引き継
いだ在日コリアン 2 世男性からのインタビューと、関連する文書資料を利用した。教育、
中でも移住先の言語の教育は、移住者の統合政策として主要なものだが、この論文で取り
上げた事例では、その識字教育は在日コリアン集住地域における地域運動・住民運動の性
質を持っていた。日本人教師たちは 1960年代末から 70年代にかけての学生運動・文化運
動の具体的な発展先として識字教育を選択したが、そこで在日コリアン 1世という移住者
に出会い、政治的な課題を個人的な人生の課題として設定し直した。生活史研究において



は、しばしば人生の語りの政治利用が問題とされたり、聞き手の政治的偏向が問題にされ
たりするが、本研究では、マイノリティ属性を持つ語り手に対して、聞き手や語りの場が
積極的に非政治性を追求した結果、聞き手の個人的な人生観の転換がもたらされる可能性
が高まることを指摘した。 

 
 
（7）”Entering Japan in exceptional times: reflections on Japan's entry restrictions and quarantine 
procedures between March 2020 and May 2022” Critical Asian Archives, June 2022.  
 本論文は新型コロナの世界的流行に伴う出入国規制の実態を、申請者自身の体験をデー
タとして論じたものである。本研究の中心的課題であるところの統合や排除の問題に直接
に関わるものではないが、出入国を管理する行政がどのような書類やアプリケーション、電
話連絡といった手段を用いて、入国者個々人を把握し、移動を管理しようとしているかにつ
いて、2020年 3月から 2022年 5月までの 2年間の変化から明らかにしようと試みた。結果
として、移動を管理される側にとって、新型コロナの世界的流行に伴う移動規制は、流行を
食い止めようという目的よりも、検疫・厚生労働省・地方自治体といった関係省庁及びその
下部組織のそれぞれが過誤・瑕疵の生じないよう、あるいは過誤・瑕疵の生じた際にも責任
が帰されないようにする目的に従事していることが主要な目的であるように見えているこ
とを指摘した。このような手続き状の瑕疵を避ける傾向は行政機関に珍しいものではない
が、その視点から過去の行政刊行物やマニュアル等を読むことによって、当事者の関心をよ
り明らかにできる可能性がある。 
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